別記様式第１（第３条関係）
利　益　相　反　自　己　申　告　書
（利益相反委員会委員用）
生命環境系利益相反委員会委員長　殿
　
１．相手先企業等との産学官連携活動について
（過去３年間に、同一の企業等から、年間合計して100万円以上の金銭の授受が行われた場合にのみ、企業等ごとに記入。いつの年度に行われたのかもカッコ書きで併せて記入。）
　有・無（該当するものを○印で囲む）
　　　
	企業又は機関名
	
	
	

	兼業による報酬・給与
	万円／年
	万円／年
	万円／年

	ロイヤリティ
	万円／年
	万円／年
	万円／年


	共同研究・受託研究・学術指導
	万円／年
	万円／年
	万円／年

	奨学寄附金
	万円／年
	万円／年
	万円／年

	原稿料
	万円／年
	万円／年
	万円／年

	講演等
	万円／年
	万円／年
	万円／年


２．相手先企業の株式等の保有について
　有・無（該当するものを○印で囲む）
　　　
	企業名
	
	
	

	株式等（注）の種類と数量等
	
	
	


　　　注：株式等とは、公開・未公開を問わず、株式、出資金、ストックオプション等をいう。
私及び配偶者並びに生計を一にする２親等内の親族の利益相反に関する申告内容は上記のとおりです。
申告日　平成　　年　　月　　日
　（所　属：　　　 　　　　　　　　　）
　氏　名　　　　 　　　　　　　　　印
別記様式第２（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
利　益　相　反　自　己　申　告　書
（研究を実施する教職員用）　
生命環境系利益相反委員会委員長　殿
１　実施しようとする研究について該当する項目にチェックを入れてください。
　　（両方に該当する場合は、両方にチェックを入れてください。）
　　　□　ヒトを対象とする研究
　　　□　厚生労働科学研究費補助金に応募する予定の研究
　　
２　研究題目等を記載してください。
　研究題目：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　研究費の出所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　審査を受ける者の立場：　　□　研究代表者　　□　研究分担者
　（研究計画の内容及び研究期間等が分かる研究計画概要等を添付してください。）
３　研究計画の内容等が企業又は団体（以下「企業等」という。）と直接関係がありますか。
　　□　はい（下欄に記入の上、設問４へ）
　　　　〔関係する事項にチェックを入れてください。〕
□　企業等の製品（薬など）・機器・検査法を対象とした研究を行う関係
□　当該研究の依頼を受けた関係（有償無償を問わない）
□　当該研究において使用される材料等を無償又は特に有利な価格で提供を受けている関係
□　当該研究について、研究助成・寄附等を受けている関係
□　その他の事由により、当該研究について、相手先企業等と関係があると申告者が判断するもの
　　□　いいえ　（設問５へ）
４　研究計画の内容と関係する企業等に係る状況について、該当する事項を申告してください。（申告日の年度を含む過去２年度分を対象とします。）（※申告者及び配偶者並びに生計を一にする１親等内の親族について記載。書ききれないときは別紙を添付で可。）
（1） 共同研究経費等の一企業等からの年間受入合計額が２００万円を超える研究費の受入について（単位：万円／年）
　有・無（該当するものを○印で囲む）
	企業等名（年度）
	共同研究
	受託研究
	奨学寄附金
	学術指導
	受入合計額

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（2） 一企業等からの年間収入合計額が１００万円を超える収入について（単位：万円／年）
有・無（該当するものを○印で囲む）
	企業等名（年度）
	報酬・給与
	原稿料
	講演料
	ロイヤリティ
	その他
	収入合計額

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（３）研究計画の内容と関係する企業の株式等の保有について
　有・無（該当するものを○印で囲む）
	企業名
	
	
	

	株式等（注）の種類と数量等
	
	
	


　　注：株式等とは、公開・未公開を問わず、株式、新株予約権、出資金、ストックオプション等をいう。
５　上記相手先企業等以外の共同研究経費等の内容について、申請研究に※関連するものがあれば該当する事項を申告してください。（申告日の年度を含む過去２年度分を対象とします。）（申告者及び配偶者並びに生計を一にする１親等内の親族について記載してください。）
（※研究と直接関係しないが、例えば競合企業など関連性があると思われるものがあれば記入。）
（単位：万円／年）
（共同研究経費等の一企業等からの年間受入額が２００万円を超える場合）
	企業・団体名（年度）
	共同研究
	受託研究
	奨学寄附金
	学術指導
	受入合計額

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（一企業等からの年間収入額が１００万円を超える場合）
	企業等名（年度）
	報酬・給与
	原稿料
	講演料
	ロイヤリティ
	その他
	収入合計額

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


私及び配偶者並びに生計を一にする１親等内の親族の本研究に係る利益相反に関する申告内容は上記のとおりです。

設問４又は５に記入のある場合は、この研究計画の内容がその企業等とどのように関わっていくのかが分かる研究計画概要等以外の関係資料も併せて提出してください。
申告日　平成　　年　　月　　日
（所　属：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　申告者　　　　　　　　　　　　　　　　　印
別記様式第３（第１０条関係）
課題番号第　　　　　号
平成  　年　　月　　日
利　益　相　反　に　係　る　審　査　結　果　通　知　書
申告者　
　殿
生命環境系利益相反委員会委員長
○　○　○　○　○
平成　　年　　月　　日付で申告のあった産学官連携活動における利益相反について、審査の結果、下記のとおり判定したので通知します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　研究題目
　　　　
２　判　定
　　　　
３　理　由
別記様式第４（第１１条関係）
平成　　年　　月　　日
異　議　申　立　書
生命環境系利益相反委員会委員長　　殿
（申告者）
　所　属
職　名
氏　名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
国立大学法人筑波大学生命環境系利益相反委員会細則第１１条に基づき下記のとおり異議申し立てを行います。
記
１　通知日付及び課題番号
　　　　
２　研究題目
３　審査の判定
　　　　　　
４　異議申し立てを行う理由
